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１．貸出動向： 大・中堅企業向けの減少幅が拡大傾向 

 日銀が発表した貸出・資金吸収動向等によると、８月の銀行総貸出（平残）の前年比伸び率は▲2.1％と、

９ヶ月連続の前年割れとなった（前月は同▲1.9％）。地銀（第 2 地銀含む）はわずかながら増加（前年比

0.2％増）しているが、都銀等（同▲3.9％）では大幅なマイナスが続いている。 

７月段階の貸出先で見ると、企業規模を問わず減少が続いているが、特に大・中堅企業向け（同▲

7.2％）の減少幅拡大に歯止めがかかっていない（図表 1～５）。 
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（前年比、％） （図表1）　貸出動向
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（図表２）　業態別貸出動向
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（前年比、％） （図表３）貸出先別貸出金

（注）データは７月分まで、大・中堅企業は「法人」－「中小企業」にて算出

（図表４） 銀行貸出残高の推移
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(年/月）（注）中小・零細企業とは、負債額別　１０００万円以上１億円未満、データは７月分まで
（資料）帝国データバンク

（図表６）成長基盤支援貸出の分野別金額（億円）
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  日銀による「成長基盤強化を支援するための資金供給」（研究開発や環境などの分野への投融資に取り

組む金融機関に対して、日銀が年 0.1％の低利で資金を供給するもの）の第一回目が今月実施され、4625

億円の資金供給が行われた。 

今回対象となったのは、47 金融機関の投融資 1342 件 4788 億円。1 件当り平均金額は 3.6 億円、平均

期間は 8.2 年であった。対象投融資の分野別状況は図表 6 のとおり。環境・エネルギー分野（1124 億円）

が最大で、以下、日銀例示の 18 分野以外（975 億円）、社会インフラ（554 億円）と続いている。今後も３カ

月に１回の頻度で新規資金供給が行われる予定であり、銀行貸出残高を押し上げることになるが、これだ

けでは力不足（この一年で銀行貸出は▲８兆円）。日銀が期待するように、この制度が「呼び水」となれるの

かどうかがカギとなる。 

 

２．マネタリーベース： 高水準の資金供給が続く 

 日銀による資金供給量を示す８月のマネタリーベースは、前年同月比 5.4％増と前月の同 6.1％増からや

や低下したが、引き続き高い伸び率となった。前年比プラスは24ヶ月連続。日銀が高水準の資金供給を行

った結果、日銀当座預金残高が同 32.7％増と高い伸びを示した。 

日銀は 8 月 30 日の臨時決定会合で追加緩和を決定した。昨年１２月に導入した新型オペ(0.1％の固定

金利で３ヶ月ものの資金を供給)の期間を６ヶ月に延長したうえで 10 兆円追加供給する。今後この緩和効

果が現れてくることもあり、マネタリーベース残高は引き続き高い水準で推移していくだろう（図表 7,8）。 
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３．マネーストック： 投資信託の伸びが失速 

通貨供給量の代表的指標である８月の M2（現金、国内銀行などの預金）平均残高は前年同月比 2.8％

増（前月は 2.7％増）、M3（M2 にゆうちょ銀など全預金取扱金融機関の預貯金を含む）は同 2.1％増（前月は

2.0％増）とそれぞれ増加した。 

今回注目されるのが広義流動性（M3 に投信や外債などを含めたもの）の動きである。従来から M2 や M3 を

下回る伸び率が続いていたが、６月以降は伸び率が急速に低下、８月は対前年 0.4％増に留まった。

内訳を見ると、外債が前年比減少しているほか、投資信託の伸び率も急低下（前月比では▲1.2％

と減少）しており、米国経済の減速に伴う円高・株安、先行き不透明感の高まりが、個人や企業の

リスク投資行動にマイナスの影響を与えている可能性がうかがわれる（図表９～12）。 
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（図表11）　投資信託と準通貨の動き
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